
     

　  

　
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

27 年 人  人 人 平成 27 年 人 人 人 ②

22 年 人 人 ％ ％ ％

％ 平成 22 年 人 人 人

平成 29 .3.31 　 人 27年国調世帯数 世帯 ％ ％ ％

平成 28 .3.31 人 22年国調世帯数 世帯

％ ％

千円 千円 千円 ％

千円 計

④ ①自主財源比率
％

②人件費比率
％

(f) ％ ③義務的経費比率
千円 ％

④投資的経費比率
％

(g) ％

％ 千円

％

％

○ ○ 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

○ ○ ○ ○ ○

○

A B

人 千円 千円

千円 千円 人

円 % % %

(千円)　 % % %

% % %

56,227

1,939,739

752,657

1,146,526

813,359

323,436

1,615,984

2,080,834

1,473,127

5,991,401

56,227

5,588,609

8.2

6.4

33.5

10.6

588 135,363

震 災 復 興 1,202,342 5.7 補 助 費 等

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

10,668,477100.017,878,589合 計100.0 1.9

830,802 766,187

公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 227,161 千円

6 人

工業用地等造成事業 無

市 町 村 民 税税務事務

事　　業　　名 法適用
の有無 収支額

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同 伝染病

連結実質赤字比率

普通会計からの繰入額

-

6.0

訳

6,591,437

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 比 率
29.6

将 来 負 担 比 率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

し尿処理 常備消防

滞納繰越分

公 債 費5.5 4.4

1,489,993 43.3

4.6

教 育 費 1,323,512

都 市 計 画 税

7.4

入 湯 税 7,496 0.2 △ 1.2 0 災害復旧費 402,792

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

2.3 141,095

30.4 1,860,339

2.9 281,392

8.7

1,014,457

2.9 464,915

1,129,325

0.5 26,282

4.0

18.0 94.9

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 9.7/100 市 町 村 税 計 98.7

34.9 96.8

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 98.5 11.3 92.2

対する比率

法

人

分

市 町 村 民 税 98.6町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,000 町

民

税

均 等 割

目 的 税 197,540 5.7 4.2 0

法定外普通税・旧法税 消 防 費 524,410

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 5,427,743

鉱 産 税 商 工 費 516,836

市 町 村 た ば こ 税 260,836 7.6 △ 2.5 261,940 0 農林水産業費 1,561,305

706,225

軽 自 動 車 税 91,505 2.7 16.4 91,249 0 労 働 費 91,632

22.0 2,249,517

固 定 資 産 税 1,399,759 40.7 3.9 1,440,889 0 衛 生 費 721,225

13.6 1,904,837

法 人 分 146,089 4.2 △ 23.0 134,185 0 民 生 費 3,923,999

0.7 123,906

個 人 分 1,343,904 39.1 3.1 1,401,289 0 総 務 費 2,430,427

1,535,474 0 議 会 費 123,906△ 0.3

決 算 額 一 般 財 源

税 額 × 75

基 準 100 超過課税分収
入済額 千円 区 分

決 算 額 構成比 増減率

10,668,47721,203,013 100.0

区 分

合 計

構成比

　100.0 合 計 17,878,589 100.0

722,219

457,058

7,805

141,095

00.0

うち県営事業 457,058

792,786

11,352

1,381,242

6,338,240

62.9

0.2

19.8

90.9

11.6

540,559 2.5 1,426 0.0

169,441

災害復旧事業

うち国直轄

0失業対策事業

2.3

内

普通建設事業

う ち 補 助

う ち 単 独 6.6

29,298 0.1 12,231

国 庫 支 出 金

7,805

1,186,645970,796 4.6

26.6

33.5

2.6

0.1

0.2

0.0

402,792

1,761,933 8.3 3,937,101

28,040 0.4

分担金・負担金① 99,526 0.5 0 0.0

0.8

0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金交通安全対策特別交付金 3,806 0.0 3,806

2.4地方特例交付金 23,770 0.1 23,770

小 計 8,161,501 38.5 6,545,934 99.3

1.1 維 持 補 修 費 41,336

1,900,924

0.4
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 433,273

繰 出 金

526,814

899,111 12.938.6 物 件 費 2,168,054

8.0 積 立 金 1,133,599

11.4

3,347,956 3,213,549 46.1

1,300,182

26.6

普 通 2,547,535 12.0 2,547,535 12.1

地 方 交 付 税 3,973,058 18.7 2,547,535 38.6 小　　計　③ 4,736,875

766,187 11.0
自 動 車 取 得 税 交 付 金 35,467 0.2 35,467 0.5 一時借入金利子

元 利 償 還 金 830,802 4.7 766,1874,191 0.0 4,191 0.1

766,187 766,187 11.0

571,016 571,016 8.2

7,245 0.0 7,245 0.1 公 債 費 4.7

17.4

利子割交付金 2,504 0.0 2,504 0.0 扶 助 費 1,831,376 10.3

26.9

地 方 譲 与 税 148,819 0.7 148,819 2.3 う ち 職 員 給 1,351,520 7.6 1,297,364

3

2,074,697 11.6 2,010,753 1,876,346

構成比 一 般 財 源 等 経常一般財源

830,802

1,210,643

地 方 税 ① 3,439,633

経常収支
比率　％

0 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

9
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

16.2 3,249,589 49.3 人 件 費

後期高齢者医療事業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 135 世帯

被保険者一人当り保険給付額

無

介 護 保 険 事 業 無 66,082 417,530 被 保 険 者 数

429,610475

円

千円

323,906 円

4,910

172,536

98,123

人

円

8,589

148,387 14,934

3,329,552 0職員数 合 計

公共下水道事業 無 90,059 505,209 6

6水 道 事 業 有

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 311,441

議会議員 ( 16 人 ) 〃 256,000 190,044 0

3,439,633

議 会 議 長 H19.5.1 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

合　　　計 277 75,592 273

臨 時 職 員

消 防 職 員

副 町 長 H27.4.1 595,100

教 育 公 務 員 1 382 382 教 育 長 H27.4.1 531,500

うち技能労務職 18 4,743 264

市 町 村 長 H27.4.1 773,700 円一 般 職 員 276 75,210 273

給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10
実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J △ 1,215,043

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
△ 481,384

-

-

実質公債費比率

381,400 1.8うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
417,983債務負担行為額

地 方 債 398,800 1.9

財 政 力 指 数

(b)/((c)+(d))
8 繰 上 償 還 金 90.951,300

0.553

H 47,220

6,591,437

うち政府資金 8,261,190

(c)

9 積 立 金 取 崩 額 I 2,194,362 767,045

経 常 収 支 比 率

(d)
1,912

臨時財政対策債
381,400

繰 入 金 ①

3,435,429

5,595,852 26.4

地方債現在高 10,178,149

(g)/(a) 145.2 16.2

財 産 収 入 ①

5
実 質 収 支

E 2,072,684

7 積 立 金 G 1,354

6 単 年 度 収 支
寄 附 金 ① 18,392

特定目的

31.2

14,295,403 22.0

(f)/(a) 257.2

18,028,340

(C-D) 一 般 財 源 (b)
1,142,439

経 常 経 費 充 当
6,338,240

積立金現在高

減    債 32,185

0.3

手 数 料 ① 17,680 0.1

財    調

F 930,745

県 支 出 金

232,449
経 常 一 般 財 源

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 1,251,740 3,409,990

標 準 財 政 規 模

(a)

3
歳入歳出差引額

C 3,324,424 4,552,429 標 準 税 収 入 額
(A-B)

3.420,423,930 基準財政需要額 5,787,022

7,009,857

4,080,846

3,700,752 使 用 料 ①

2 歳 出 総 額 B 17,878,589

歳 入 総 額 A 21,203,013

起債制限比率

1

0.2 40,200 40,200 0.6223,181

地方消費税交付金 526,814 2.5

9,896

34,109

33,889

4,813

特 別

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,509

指 数 等

配当割交付金

指 数 等

5,066平成 k㎡ 9,719

7.3 31.8 60.90

平 成 ２ ８ 年 度 決 算 状 況

人 口 集 中

区 分 第 １ 次 第 ２ 次地 区 人 口

市町村類型 Ⅴ－２ 交付税種地

人口
産 業 構 造

就
業
人
口

第 ３ 次

0

宮 城 県 亘 理 町

区 分

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額

平 成 27 年 度

24,976,359 基準財政収入額 3,234,726

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

区　　　　分 職員数

4.3

国

調

住

基

平成

区 分 平 成 28 年 度

増 加 率

33,589

34,845

区 分

△ 3.6

4.0増 加 率増 加 率 △ 0.6

面 積 人 口 密 度

73.60 456

11,334

Ⅱ４種地

1,165

96,722

10,903

国調

国調 9.3 29.7 61.0

公 債 費 比 率


